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令和元年11月 少子・高齢社会対策特別委員会 開催状況
開催年月日 令和元年11月７日（木）
質 問 者 日本共産党 真下 紀子 委員
答 弁 者 少子高齢化対策監 粟井 是臣

福 祉 局 長 植村 豊
施設運営指導課長 山本 厚志

質 問 内 容 答 弁 内 容

一 介護報酬の不正請求問題について
私からも介護報酬の不正請求問題について質問し

てまいります。
介護サービスを利用する高齢者が増えて、事業者

も事業量等が増える中で必死にがんばっているとい
う実態が先ほどの報告でも明らかにされました。
そうした中で、名寄市社会福祉協議会の居宅介護

支援事業所が、介護報酬約2,600万円を不正受給し
ていたとの報道があり、大きな波紋を広げていま
す。中でも昨年６月に、市は不正を把握していたに
も関わらず、業務停止に匹敵するほどの重大な事態
と認識しながら、必要な監査や返還請求を怠ったこ
とが重大問題となっています。市が行うべき指導監
査について、そのあり方が問われている問題とも言
えます。同時に選択できるはずの介護サービスを提
供する事業者が限られている、あるいは一事業所し
かない場合など、指定取り消しの事態を招くと利用
者の対応に困難が生じる、利用者が不利益を被るこ
となど、そうしたことも問題視されていまして、社
協など半官半民の場合の指導・監査に馴れ合いが生
じるのではないかと、介護保険をめぐる多くの問題
が指摘されている事態となっています。税金と介護
保険料が原資となっている介護保険報酬の請求にあ
たっては、公正さが求められるのは言うまでもあり
ません。
そこで、以下、伺います。

（一）道による実態把握について 【施設運営指導課長】
道は、１日に実地指導に入ったと聞いているが、 道による実態把握についてでありますが、道が今

その結果について先ほども答弁されておりますが、 月１日に実施した実地指導において、名寄市から聞
私の方からも改めて伺います。問題は、不正請求を き取った結果、他の居宅介護支援事業所については
把握した時点で、法に基づいた対応を市が取らなか 概ね適正に対応されておりましたが、当該事業所に
ったことですが、なぜこのような事態となったのか 対しては、指導監査が適正に行われていなかったこ
伺います。 とを確認したところであり、その原因については、

引き続き実地指導等を通し、調査していくところで
ございます。

（二）予防策等について 【施設運営指導課長】
具体的な詳細は、今後、調査に委ねられるという 市町村への指導等についてでありますが、事業所

答弁だったと思いますが、ここのところは、しっか における不正等に関する通告や相談については、こ
りと原因究明しなければ納得が得られないものだと れまでも、振興局や本庁において、電話やメール等
思います。 により受け付けており、この通告等を踏まえ、速や
こうした不正が行われないように､事前に通告や かに市町村に連絡し、事業者に対し、法令等に基づ

相談ができる体制はないのかという疑問が湧きま く監査等の対応を行うよう指導しているところでご
す。また、社協や市が不正に関わっていて隠蔽され ざいます。
た場合、今回のように隠蔽する意図をもって対応さ 道としては、事業者を指導監督する立場の市町村
れた場合は、どのように発見できる仕組みがあるの が、サービス提供や介護報酬請求について、不正等
か。そうしたことは不可能なのか、伺います。併せ を認定していない場合においても、何らかの情報を
て、利用者の不利益はあってはならないが、どのよ 得た場合は、速やかに市町村に指導に入るなどし
うに対策が取られているのか伺います。 て、利用者に不利益が生じないよう、改善について

指導してまいる考えでございます。
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（三）介護サービス提供への影響について 【施設運営指導課長】
電話やメールなどによって、通告や相談を受けて 介護サービス提供への影響についてであります

も、なかなかこれは難しいことだと思いますが、そ が、
れには対応するということだと。しかし今回のよう 本年１１月１日現在で、居宅介護支援事業所が未設
に名寄市自身が実態を把握していながらそれを明ら 置、又は一事業所のみの設置となっている市町村
かにしない、隠蔽するということになれば、これは は、５０町村となっているところでございます。
道の方も報道で知ったように、わからないわけで そのため、事業者に対する処分等にあたっては、
す。そうならないためには、道から市町村に対する 必要なサービス提供の観点から、利用者の受入先が
指導体制というものを考えていかなければいけない ない等、やむを得ないと判断され、かつ不正等の状
と思うわけです。そうでなければ、見過ごされてし 況の改善が見込まれる場合については、指定取消で
まうということになってしまうと思います。 はなく、指定の一部効力の停止処分の検討を行うほ
今回には合致しているかいないか、まだ原因もわ か、指定取消となる場合についても、市町村に対

からないのですが、地域によっては、居宅介護支援 し、利用者に不利益が生じないよう、事前に、近隣
事業所が市町村内に一事業所しかない場合、指定取 の市町村の居宅介護支援事業所への受入調整などの
り消しの事態を招くと利用者の対応に困難が生じ 対応を指導することとしているところでございま
る、利用者が利用できなくなったり、遠くにいかな す。
くてはならないなど、こうした問題を心配するあま
り、指定取消などの処分に対する躊躇が生まれると
いうことが問題となっています。こうした地域はど
のくらいあるのか、また、こうした事態が生じた場
合の対応についても併せて伺います。

（四）指導・監査のあり方と現場の仕事量等につい 【福祉局長】
て 今後の市町村指導についてでありますが、道で
居宅介護支援事業所が未設置、または一事業所の は、これまでも、市町村に対しては、全市町村を対

みとなっている市町村が５０町村もあるということ 象に、前年度の指導結果の概要や制度改正等の説明
ですから、大変困難な状況が地域にあるということ をする集団指導を毎年実施するとともに、定期的に
は伺い知れるところだと思います。そうしたところ 市町村等に出向き、事業所の指定事務や指導監査業
が公正に事業を展開するということは、本当に必要 務の施行状況について検査を行う実地指導、更に
なことになっているのだと考えるわけです。ですか は、介護サービス事業者に対する合同指導の場にお
ら、適正に事業が行われていることを確認しなが いて、適正な指導監督についての助言や指導を行っ
ら、不適切な介護報酬の請求などに至らないように てきているところでございます。
しなければならないと強く思うところです。 今後は、改めて、市町村に対し、指導監督の徹底
もう１つの問題として、社協など半官半民の場合 について通知するほか、実施要綱等の見直しを検討

の指導・監査に馴れ合いが生じ、指導に躊躇が生じ するなど、指導内容の徹底に努めてまいる考えでご
るのではないかという指摘もあります。また、同時 ざいます。
に、煩雑な報酬請求事務や人員不足など困難を抱え
ている実態もあると聞いています。道では、今後の
市町村指導をどう取り組んでいくのか伺います。

指導のあり方がですね、権限移譲なども伴って、 【施設運営指導課長】
集団指導は毎年行われているということですが、市 国における実地指導につきましても、市町村を指
町村ごとに対する指導というのは６年に１度のペー 導する道の立場として、このたびの実地指導に際し
スで行われてきたと。それで、平成２７年度、２０ て、確認していきたいと考えております。
１５年度から国から道の方に権限が移譲されていま
す。お聞きしたところ、今年度までに１３４市町村
が実施され、残りが４２市町村ということになりま
すが、このペースで行くと、本当にそういった不正
などがないようにきちっと指導されるのか、不正が
なく事業が行われるように指導できるのかどうかと
いうことが、不安に思うわけです。お聞きすると、
名寄市に対しては、前回の個別指導は道ではなく国
が行っているということです。長期にわたって名寄
市では不正請求があったのではないかと指摘されて
いるわけですが、国が行った個別指導についても確
認されるということでよろしいでしょうか。
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（五）介護保険事業者への指導監査の適正化に向け 【少子高齢対策監】
た対応について 名寄市における指導監査の適正化についてであり
６年に１回の個別指導ですと、過去にさかのぼっ ますが、道では、先日の実地指導において、当該事

ていろいろと事実関係などを調査しなければならな 業所に対する指導監督状況を聴取するとともに、他
いということで、少し時間がかかるのかなと思うわ の事業所に対する状況についても聞き取りを行った
けですが、名寄の場合は単に業務が大変で滞ってし ところでございます。
まったということにとどまらない問題もあるような その結果、当該事業所に対しては、指導監査が適
ので、しっかりと、どういった状況がいつごろから 正に行われていなかったことが確認されたことか
発生していて、こういった状態になっていったのか ら、道としては、今後、市町村指導の一環として、
ということを明らかにするためにご尽力いただきた 事業者からの聞き取りを行うとともに、名寄市が行
いと思います。 う事業者への監査に立会し、市の監査対応状況を見
直接の指導監査権限は市町村にあるものの、今回 極めるほか、今回の事案の発生原因等について十分

の名寄市の件は、市長も不正を報告されながら監査 な調査や分析を行った上で、国とも指導内容を協議
も実施せず、指導も行っていないという驚くべき事 しながら、名寄市に対し、再発防止に向け、適切な
態が認められたわけであります。道として、名寄市 指導を行ってまいります。
の介護保険事業者の指導監査の適正化に向けてどう
対応するのか伺います。

先ほど介護支援専門員実態調査の結果が報告され
ました。その中でも全体の１３．８％で不足が生じ
ており、ケアマネの事業所では１８．２％、地域包
括センターでは２５．４％が足りないという状況が
明らかになったわけです。求人をしても応募がない
という厳しい実態に直面している中で、介護事業所
においてやむなく適正に事業を行っていない、請求
事務を行っていないということもあり得るような事
態が生まれるのではないかと懸念するところです。
今年の１月には、泊村の村立特別養護老人ホーム

を指定管理者として運営している社会福祉法人にお
いて、過去５年にわたってケアプランが未作成のま
まサービスが行われていたということも明らかにな
っていて、こうしたことが相次いでいるわけです。
名寄の問題はまた別な要因もあるかもしれません
が、ケアマネが、処遇改善がなく、事務量だけが増
加しているという大変厳しい状況の中で、適切な事
務を後回しにしてしまって、それが放置されて、積
み重なっていくというようなことが起きても、同じ
ように不正請求問題だと言われてしまうわけです。
現状の改善と併せて、適正な事務処理を行うという
ふうに指導していかなければ、現場はとてもたまっ
たものではないということにもなってしまいますの
で、この点については介護支援専門員の実態、処遇
の改善と併せて、是非、適切な指導監査を道として
行っていくように求めて、質問を終わります。


